※令和６年度支援組織報告書より抜粋資料２


（１）大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合
	役割
	内容

	就労支援
	府をはじめ市町村の総合評価入札現場において、弊組合の訓練生を雇用された時の支援を実施。障がい者雇用及び障がい特性について理解促進を図り、職場のアセスメントから訓練生とのマッチングなど就労支援を展開。

	職場定着支援
	令和4年度から令和5年度内に就職した障がい当事者と雇用主へのフォローアップ。
ジョブコーチ支援活用やその他支援体制の構築。
就職者の生活面を支援機関と連携しながら実施。

	その他事業主
支援
	仕事の切り出し等を行い職場環境の整備について調整、支援の実施。
企業に対して総合評価や専任支援者の役割などを説明し理解を深める。
・ビルメン雇用支援スタッフ養成講座（令和4年度　1回実施）
・障がい者雇用主（予定企業）に対して社員研修を調整
・現場従業員や本社社員向けにカスタマイズ研修を実施（2社）

	その他の役割
	理解促進の活動：
・就労支援スタッフ連絡会議（令和5年度12回実施）※集合形式+on-line形式
・就労支援スタッフ養成講座（令和5年度1回実施）
・業者変更に伴う引継式への参加を支援機関に説明し調整
・業者変更や障がい当事者の環境変化に伴い周辺の調整及び支援の実施。



（２）NPO法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク
	役割
	内容

	就労支援
	必要に応じて施設管理者等に対して対応

	職場定着支援
	必要に応じて施設管理者等に対して対応

	その他事業主
支援
	必要に応じて施設管理者等に対して対応

	その他の役割
	・新設就労移行支援事業所職員向けの研修を開催
・各障害者雇用企業への従業員に対する相談助言の実施
・2024年度職場適応援助者養成研修への協力（主催：大阪雇用支援ネットワーク）
・2024年度職場適応援助者養成研修への協力（主催：厚労省）
・2024年度職場適応援助者養成研修への協力（主催：全国就業支援ネットワーク）
・保護者講座の開催（主催：JSN/教育機関）
・法人内研修会の開催
・滋賀県社会就労事業振興センター主催の就労支援者向けアセスメント研修の講師派遣



（３）有限責任事業組合大阪職業教育協働機構
	役割
	内容

	就労支援
	自立支援計画作成サポート、職場環境整備等に係る対象企業の情報提供
（企業概要、職場環境、求める人材など）

	職場定着支援
	必要に応じて施設管理者等に対して対応

	その他事業主
支援
	必要に応じて施設管理者等に対して対応

	その他の役割
	就労訓練事業所に関する認定取得、支援スタッフの要請・スキルアップ、ジョブマッチングの取組み、行政の福祉化の周知活動



